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 (百万円未満切捨て)
1. 平成 24 年６月期第２四半期の業績（平成 23 年７月１日～平成 23 年 12 月 31 日） 
 (1) 経営成績(累計)  
 

 (％表示は、対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年６月期第２四半
期 1,318 755.5 114 ― 114 ― 112 ―

23年６月期第２四半
期 154 △78.0 △124 ― △132 ― △158 ―

 

 １株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 

四半期純利益 
 円 銭 円 銭

24年６月期第２四半
期 1,058. 50 982. 67

23年６月期第２四半
期 △2,823. 23 ―

  
 (2) 財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

24年６月期第２四半
期 864 159 18.2 

 
23年６月期 
 

269 46 16.4 
 
(参考) 自己資本 24年６月期第２四半期 156百万円 23年６月期 44百万円

 

2. 配当の状況 
 

年間配当金 
 第１四半期

末 
第２四半期

末 
第３四半期

末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

23年６月期 ―  0. 00 ― 0. 00 0. 00 
24年６月期 ―  0. 00   

 24年６月期(予想)   ― 0. 00 0. 00 

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正有無 ： 無 
 

 

 

 



 

3. 平成 24 年６月期の業績予想（平成 23 年７月 1日～平成 24 年６月 30 日） 
 (％表示は、通期は対前期、通期は対前期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,888 539.4 95 － 94 － 84 － 789. 87
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正有無 ： 有 

 

4. その他 

 
(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用   ： 無 

 
(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 

 

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年6月期第2四半期 106,956株 23年6月期 106,956株

② 期末自己株式数 24年6月期第2四半期 338株 23年6月期 338株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年6月期第2四半期 106,618株 23年6月期第2四半期 56,183株

 

 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期

決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了して

いません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる

可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ

いては、四半期決算短信（添付資料）２ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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1. 当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災の発生に伴うサプライチェー
ンの毀損や電力不足といった大変厳しい直面しながらも、経済活動は予想以上の急速なスピー
ドで回復しましたが、国際金融市場の混乱と米欧経済の不安定化が今後更に海外経済の予測混
乱の要因になっており、本格的な景気の回復はまだほど遠い状況にあります。 

このような環境下にあって、当社は前事業年度に従来の基幹事業であった半導体事業を凍結し、

基幹事業を LED 照明機器販売事業に転換して本格的な事業展開を推し進めてまいりました。本事業

は、前事業年度においては当初の予定より大幅に出遅れはしたものの当第２四半期累計期間におき

ましては、株式会社ヤマダ電機新規店舗の LED 照明導入における大型受注および同社が展開する

「あかりレンタル事業」への協力拡大と本格的に動きだし、堅調に推移いたしました。 

この結果、売上高 1,318,151 千円（前年同四半期比 755.5％増）、営業利益 114,559 千円（前年同

四半期は 124,229 千円の損失）、経常利益 114,077 千円（前年同四半期は 132,507 千円の損失）、

四半期純利益 112,855 千円（前年同四半期は 158,617 千円の損失）となりました。 

 

なお、当第２四半期累計期間におけるセグメントは、平成 23 年２月末日をもって半導体事業の凍

結を行ったことにより、現在 LED 照明機器販売事業のみとなっております。当該事業の前年対比は

次のとおりであります。 

 

   売上高：1,318,151 千円（前年同四半期売上高：107,962 千円 1,120.9％増） 

 

 

(2) 財政状態に関する定性的情報 

 ①資産の状況 

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、838,413 千円（前事業年度末は 238,910 千

円）となり 599,502 千円の増加となりました。その主な要因は、LED 照明機器販売事業の売上増加

に伴う収入の増加などにより、売掛金が 484,992 千円、現金及び預金が 165,248 千円増加したこと

などによるものであります。 

この結果、当第２四半期会計期間末における総資産は 864,231 千円（前事業年度末は 269,415 千

円）となりました。 

 

②負債の状況 

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、644,577 千円（前事業年度末は 142,617 千

円）となり 501,960 千円の増加となりました。その主な要因は、LED 照明機器販売事業の売上増加

に伴い、買掛金が 505,692 千円増加したことによるものであります。 

また、当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、60,000 千円（前事業年度末は

80,000 千円）となり 20,000 千円の減少となりました。その主な要因は、社債の償還に伴う減少が

20,000 千円あったことによるものであります。 

この結果、当第２四半期会計期間末における負債合計は 704,577 千円（前事業年度末は 222,617

千円）となりました。 

 

③純資産の状況 

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、159,654 千円（前事業年度末は 46,798 千円）

となり 112,855 千円の増加となりました。これは、LED 照明機器販売事業の売上増加に伴って、当四

半期純利益の計上により利益剰余金が 112,855 千円増加したことによるものであります。 

 

④キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度

末に比べ 165,249 千円増加し 232,990 千円となりました。なお、当第２四半期累計期間における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は 172,200 千円となりました（前年同期は 110,797 千円の支出）。

これは、売上債権の増加 484,992 千円があったものの、税引前四半期純利益 114,077 千円を計上す
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るとともに仕入債務の増加 505,691 千円などによって資金が増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果獲得した資金は 22,427 千円となりました（前年同期は 6,658 千円の獲得）。これ

は無形固定資産の売却による収入が 22,286 千円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は 29,420 千円となりました（前年同期は 10,530 千円の獲得）。こ

れは、社債の償還による支出 20,000 千円と長期借入金の返済による支出 9,420 千円があったことに

よるものであります。 

 

(3) 業績予想に関する定性的情報 

当事業年度（平成24年６月期）の業績予想につきましては、当第２四半期累計期間（平成23年７

月１日～平成23年12月31日）において好調に推移した結果、当初計画以上の営業利益、経常利益、

当期純利益が見込まれる状況となっております。一方で当第２四半期累計期間の売上高の85.6％を

占めている株式会社ヤマダ電機新規店舗のLED照明導入案件の今後の受注が確定できていないことか

ら、当第３四半期会計期間、当第４四半期会計期間の営業見通しを踏まえて、業績予想の見直しを

行いました。 

売上高につきましては、当第３四半期会計期間、当第４四半期会計期間における株式会社ヤマダ

電機向けの売上について現時点で確定していないことから保守的に見込み、一方で新規の大口顧客

の開拓やLED照明の採用が増加している官公庁関連の入札案件への取り組みを積極化させることを踏

まえ見直しました。また、営業利益、経常利益、当期純利益につきましては、当第３四半期会計期

間および当第４四半期会計期間の新たな取組みが成果に結びつくまでの一時的な減速を見込んでい

ますが、当第２四半期累計期間の予定を上回る好調な実績も踏まえ、見直しました。 

この結果、当事業年度（平成24年６月期）の業績の見通しにつきましては、売上高1,888百万円

（平成23年８月18日業績予想2,547百万円）、営業利益95百万円（同88百万円）、経常利益94百万円

（同83百万円）、当期純利益84百万円（同83百万円）を見込んでおります。 

なお、修正後の当期業績予想におきましても、営業利益、経常利益、当期純利益は平成20年６月

期以来の黒字計上を見込んでおり、いずれも当初計画を上回る見通しとなっています。 

当社といたしましては、LED照明販売事業の成長のためには、顧客基盤拡大の必要性を強く認識し

ていることから、引き続き株式会社ヤマダ電機新規店舗の案件受注に努める一方で、業績が順調に

推移しているタイミングで、新規の顧客に対する営業をさらに強化し、今後の事業拡大および事業

基盤の安定化に向けた取り組みを積極化していく方針であります。 
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2. サマリー情報（その他）に関する事項 
 

（１）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社は、前事業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失計上しております。当第

２四半期累計期間においては営業利益 114,559 千円、経常利益 114,077 千円及び四半期純利益

112,855 千円を計上しておりますが、今後継続的に営業利益を計上し、財務状況を改善して資金繰り

の面での不安定性を払拭するには至っていないことから、継続企業の前提に関する重要な疑義を生

じさせるような状況は引き続き存在しております。 

当社では、当該事象を解消すべく、平成 23 年 10 月より経営環境の変化に迅速に対応し、新規事業

を含めた中期経営計画の実現性を高めるべく経営体制を強化し、企業体質の強化を図っていくこと

で、企業価値向上を実現していくために、代表取締役を２名体制にし、営業組織改革に着手いたし

ました。 

この改革に基づき、中核事業である LED 照明機器販売事業においては、株式会社ヤマダ電機の新規

店舗の LED 照明導入における対応力を強化するとともに、「あかりレンタル」事業のパートナー企

業としての地位確立を目指しながら、新たな大口顧客の開拓にも注力してまいります。他方、LED 照

明機器の仕入先である株式会社共立電機製作所が開発した平面型ベース照明の拡販を推進すること

で、同社との協業体制の強化を図り、市場ニーズに合わせた良質な商材の確保に努めてまいります。 

また、LED 照明機器販売事業を主軸に新しい事業領域への進出を目指して、ガソリンスタンド（以

下「SS」という）の情報ステーション化を見据え、SS 向けシステム「車検ハンター」の販売代理店

とし販売し事業を確立していく検討・準備を進めております。SS は当社が取扱っている LED 照明器

具の販売先としても有望であり、LED 照明器具販売事業との相乗効果も期待できるものと考えており

ます。 

当社はこれらの取組みにより、引き続き徹底したマーケティングと戦略的営業活動を推進すること

により、継続的に安定した経営を維持するための強固な収益力を確立し、財務体質の健全化を図っ

てまいる所存であります。 
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３．四半期財務諸表
（１）四半期貸借対照表

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年６月30日)

当第２四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 104,741 269,990

受取手形及び売掛金 53,707 538,699

商品 39,737 20,764

原材料及び貯蔵品 424 394

その他 41,098 11,128

貸倒引当金 △800 △2,565

流動資産合計 238,910 838,413

固定資産

有形固定資産 1,802 1,106

無形固定資産 23,964 20,973

投資その他の資産 4,737 3,739

固定資産合計 30,505 25,818

資産合計 269,415 864,231

負債の部

流動負債

買掛金 53,122 558,814

1年内返済予定の長期借入金 17,030 7,610

1年内償還予定の社債 40,000 40,000

未払金 16,577 14,537

未払法人税等 5,460 3,247

その他 10,426 20,369

流動負債合計 142,617 644,577

固定負債

社債 80,000 60,000

固定負債合計 80,000 60,000

負債合計 222,617 704,577

純資産の部

株主資本

資本金 211,548 211,548

資本剰余金 856,003 856,003

利益剰余金 △987,268 △874,412

自己株式 △36,225 △36,225

株主資本合計 44,058 156,914

新株予約権 2,740 2,740

純資産合計 46,798 159,654

負債純資産合計 269,415 864,231

4



（２）四半期損益計算書

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日)

売上高 154,083 1,318,151

売上原価 131,079 1,068,506

売上総利益 23,004 249,645

販売費及び一般管理費 147,233 135,085

営業利益又は営業損失（△） △124,229 114,559

営業外収益

受取利息 61 7

受取賃貸料 2,613 714

関係会社株式売却益 － 140

その他 519 581

営業外収益合計 3,193 1,443

営業外費用

支払利息 1,422 945

為替差損 7,191 －

貸倒損失 1,182 －

支払保証料 867 835

その他 808 144

営業外費用合計 11,472 1,925

経常利益又は経常損失（△） △132,507 114,077

特別損失

減損損失 8,283 －

関係会社株式評価損 12,242 －

事業整理損 4,970 －

特別損失合計 25,496 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △158,003 114,077

法人税、住民税及び事業税 613 1,222

法人税等合計 613 1,222

四半期純利益又は四半期純損失（△） △158,617 112,855
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△158,003 114,077

減価償却費 2,559 1,172

減損損失 8,283 －

のれん償却額 1,666 2,499

長期前払費用の増減額（△は増加） 559 912

差入保証金償却額 601 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △2,548 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 1,765

受取利息及び受取配当金 △61 △7

為替差損益（△は益） 9,151 △40

支払利息 1,422 945

関係会社株式売却益 － △140

関係会社株式評価損 12,242 －

売上債権の増減額（△は増加） △19,537 △484,992

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,155 19,003

その他の資産の増減額（△は増加） 72,474 7,764

仕入債務の増減額（△は減少） △277 505,691

未払費用の増減額（△は減少） 4,197 △1,053

その他の負債の増減額（△は減少） △39,364 8,646

その他 1,722 15

小計 △109,068 176,261

利息及び配当金の受取額 111 11

利息の支払額 △1,474 △828

法人税等の支払額 △365 △3,244

営業活動によるキャッシュ・フロー △110,797 172,200

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △18,000

定期預金の払戻による収入 31,000 18,000

有形固定資産の取得による支出 △198 －

有形固定資産の売却による収入 7,044 －

無形固定資産の取得による支出 △3,600 －

無形固定資産の売却による収入 － 22,286

のれんの取得による支出 △25,000 －

投資有価証券の取得による支出 △100 －

関係会社株式の売却による収入 － 140

差入保証金の差入による支出 △2,487 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,658 22,427
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △14,458 △9,420

社債の償還による支出 △20,000 △20,000

株式の発行による収入 44,988 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,530 △29,420

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,151 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △102,760 165,248

現金及び現金同等物の期首残高 154,658 67,741

現金及び現金同等物の四半期末残高 51,898 232,990
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

   当第２四半期会計期間（自 平成 23 年 10 月１日 至 平成 23 年 12 月 31 日） 

当社は、前事業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しております。 

当第２四半期累計期間においては営業利益 114,559 千円、経常利益 114,077 千円及び四半期純利益

112,855 千円を計上しておりますが、今後継続的に営業利益を計上し、財務状況を改善して資金繰

りの面での不安定性を払拭するには至っていないことから、継続企業の前提に関する重要な疑義を

生じさせるような状況は引き続き存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく平成 23 年８月 18 日開示の【中期経営計画 「修正経営改善計

画」】を策定し、以下の施策に取り組んでおります。 

 

【中期経営計画 「修正経営改善計画」】の実行 

① 経営体制の強化 

当社は、平成 23 年 10 月より経営環境の変化に迅速に対応し、新規事業を含めた【中期経

営計画「修正経営改善計画」】の実現性を高めるべく経営体制を強化し、企業体質の強化

を図っていくことで、企業価値向上を実現していくために、代表取締役を 2 名体制にし、

営業組織改革を始めるとともに、LED 照明機器販売事業を主軸に新しい事業領域への進出を

目指してビジネスモデルの構築に邁進しております。 

② LED 照明機器販売事業の販路拡大 

当社は、株式会社ヤマダ電機との店舗照明への対応力を強化するとともに、「あかりレン

タル」事業のパートナー企業としての地位確立を目指しながら、新たな大口顧客の開拓に

注力していきます。 

③ メーカーとの協業体制の強化 

当社は、LED 照明機器の仕入先である株式会社共立電機製作所が開発した平面型ベース照明

の拡販を推進することで、株式会社共立電機製作所との協業体制の強化を図っていきます。 

④ 新規事業の確立 

「車検ハンター事業」 

業務提携先である株式会社アールアンドアールの企画により、ガソリンスタンド（以下

「SS」という）の情報ステーション化を見据え、株式会社ＡＳＫがメーカーとして新規に展

開している SS 向けシステム「車検ハンター」を、販売代理店とし販売し事業として確立し

ていく検討・準備を進めております。 

SS は LED 照明機器の販売先としても有望なで、LED 照明機器販売事業との相乗効果も期待で

きると考えております。 

 

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、わが国経済の景気及び当社の属する LED 照明販

売業界の動向は、今後も不安定な状態が続くものと予想されますので、これらの施策が計画のとお

りに実現されなかった場合には、予想している利益の確保が十分にできない可能性があり、資金不

足に陥る可能性があるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期財務諸表には反映しておりません。 

 

 

(5)  セグメント情報 

当社の報告セグメントは、LED 照明機器販売事業のみの単一セグメントであるため、開示を省略

しております。 

 

   

 (6)  株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

 

（7） 重要な後発事象 

    該当事項はありません。 
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